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《町営住宅入居者の家賃について》 
 
 町営住宅の家賃については、公営住宅法施行令（以下、「政令」という。）により算定方法等が定めら

れています。 

 令和６年度（令和６年４月から令和７年３月まで）の入居者の家賃は、入居期間と収入に応じて次の

ようになります。 

 

入居から３年以上住み続け、

収入（政令月収）が 

158,000 円以下の場合 ①  本来入居者の家賃 

158,000 円を超える場合 ②  収入超過者の家賃 

入居から５年以上住み続け、収入（政令月収）が最近２年続けて 313,000 円

を超える場合 
③  高額所得者の家賃 

 
１．本来入居者の家賃 

本来入居者の家賃は、次の算定式により算定されます。 

家賃算定

基礎額 
× 

市町村立地

係数 
× 

規模

係数 
× 

経年経過

係数 
× 

利便性

係数 

 
（１） 家賃算定基礎額 

収入（政令月収。算定方法は後述のとおり。）に応じて、次の８つの分位別に分類されます。 

収入分位 政令月収 家賃算定基礎額 

１ ０円～１０４,０００円 ３４,４００円 

２ １０４,００１円～１２３,０００円 ３９,７００円 

３ １２３,００１円～１３９,０００円 ４５,４００円 

４ １３９,００１円～１５８,０００円 ５１,２００円 

５ １５８,００１円～１８６,０００円 ５８,５００円 

６ １８６,００１円～２１４,０００円 ６７,５００円 

７ ２１４,００１円～２５９,０００円 ７９,０００円 

８ ２５９,００１円～ ９１,１００円 

 
（２）市町村立地係数  市町村ごとの立地条件を表す係数です。  

羅臼町は０．７０となります。 

（３）規模係数  住宅の規模を表す係数です。  

住戸専用面積 ÷ ６５㎡ で求めます。 

（４）経過年数係数  住宅の経過年数を表す係数で、次の算式で算定されます。 

 木造以外の住宅 ＝ １ － ０．００３９ × 経過年数 

（５）利便性係数  それぞれの団地の立地条件による利便性と、住宅の設備による利便性を勘案して

算定する係数です。 
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２．収入超過者の家賃 
収入超過者の家賃は次の算定式により算定されます。 

 

本来入居者

の 家 賃 
＋ 

近傍同種の 

住宅の家賃 
－ 

本来入居者の 

家 賃 
 × 

下表に定める 

割  合 

 

収入分位 
収入超過者として認定されている期間に応じた割合 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 

５ １/５ ２/５ ３/５ ４/５ １ 

６ １/４ ２/４ ３/４ １ １ 

７ １/２ １ １ １ １ 

８ １ １ １ １ １ 

３．高額所得者の家賃 
  高額所得者の家賃は、近傍同種の住宅の家賃となります。 

※ 近傍同種の住宅の家賃とは、国が定めた方法により算定されるもので 
民間賃貸住宅の家賃とほぼ同じ程度となります。 

４．裁量階層について 
 次の条件に該当する場合は、令和６年度で政令月収２１万４千円までが「本来入居者」として

認められ、「収入超過者」とはなりません。 

① 入居者又は同居者に、障害者基本法第２条に規定する障害のある方がいる場合 

（身体障害）：身体障害者手帳「１級から４級まで」の交付を受けた方 

（精神障害）：精神障害者保健福祉手帳「１級又は２級」の交付を受けた方 

（知的障害）：重度又は中度の知的障害者（児）と判定された方 

② 令和６年４月１日現在において、入居者本人が６０歳以上（昭和３９年４月１日以前生まれ

の方）で、かつ、同居者のいずれもが６０歳以上又は１８歳未満の場合 

③ 入居者又は同居者に、戦傷病者手帳の交付を受け、障害の程度が国土交通省令で定める程度

の方がいる場合 

④ 入居者又は同居者に、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による厚生労働大臣の認定

を受けている方がいる場合 

⑤ 入居者又は同居者に、海外からの引揚者で日本に引き揚げ後、５年を経過していない方がい

る場合 

⑥ 入居者又は同居者に、ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律に規

定するハンセン病療養所入所者等がいる場合 

⑦ 同居者に令和６年４月１日現在において小学校就学前の子がいる方 

５．住宅の明渡しについて 

 町営住宅はもともと、収入が低く住宅の確保に困っている人のためのものです。 

 収入超過者、高額所得者が町営住宅に住み続けるということは、収入の低い方がそれだけ入居で

きなくなってしまい、町営住宅の「低所得者のための住宅」としての本来の役割が果たせなくなり

ます。 

 このようなことをなくするために、公営住宅法では、収入超過者には住宅を明け渡すよう努める

義務が課せられており、さらに町では高額所得者に対し、特別な事業がない場合は、期限を定めて

住宅の明渡しを求めることにしています。 
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■ 収入（政令月収）の算定について 
みなさんの収入（政令月収）は、次の算定式により求められます。 

※ 収入のある方が２人以上いる場合や、１人につき複数の所得がある場合は、すべてを合算してく

ださい。 次のページの説明を 
  参照してください。 

年間総所得金額 －
（同居者数＋
  別居扶養親族

× 親族控除額 － 特別控除額

１２ヶ月

＝
入居者の収入
（政令月収）

 
 
□ 給与所得者の所得の求め方 

年間税込総収入金額 年間総所得金額の計算方法 

０円～  ６５０,９９９円 年間総所得金額＝０円 

６５１,０００円～１,６１８,９９９円 年間税込総収入金額－６５０,０００円 

１,６１９,０００円～１,６１９,９９９円 年間総所得金額＝９６９,０００円 

１,６２０,０００円～１,６２１,９９９円 年間総所得金額＝９７０,０００円 

１,６２２,０００円～１,６２３,９９９円 年間総所得金額＝９７２,０００円 

１,６２４,０００円～１,６２７,９９９円 年間総所得金額＝９７４,０００円 

１,６２８,０００円～１,７９９,９９９円 年間税込総収入金額を４０００で割り、その

答えの１円未満を切り捨てた後、４０００を

掛け戻して得た額を右のＡとする。 

Ａ×０．６ 

１,８００,０００円～３,５９９,９９９円 Ａ×０．７－１８０,０００円 

３,６００,０００円～６,５９９,９９９円 Ａ×０．８－５４０,０００円 

６,６００,０００円～９,９９９,９９９円 年間税込総収入金額×０．９－１,２００,０００円 

１０,０００,０００円以上 年間税込総収入金額×０．９５－１,７００,０００円 

 
□ 年金所得者の所得の求め方  （遺族、障害者年金の所得は０円です。） 

年齢 年間税込総受給額 年間総所得金額の計算方法 

６５ 

歳 

以 

上 

０円～１,２００,０００円 年間総所得金額＝０円 

１,２００,００１円～３,２９９,９９９円 年間税込総受給額－１,２００,０００円 

３,３００,０００円～４,０９９,９９９円 年間税込総受給額×０．７５－３７５,０００円 

４,１００,０００円～７,６９９,９９９円 年間税込総受給額×０．８５－７８５,０００円 

７,７００,０００円以上 年間税込総受給額×０．９５－１,５５５,０００円 

６５ 

歳 

未 

満 

０円～  ７００,０００円 年間総所得金額＝０円 

７００,００１円～１,２９９,９９９円 年間税込総受給額－７００,０００円 

１,３００,０００円～４,０９９,９９９円 年間税込総受給額×０．７５－３７５,０００円 

４,１００,０００円～７,６９９,９９９円 年間税込総受給額×０．８５－７８５,０００円 

７,７００,０００円以上 年間税込総受給額×０．９５－１,５５５,０００円 

 
□ 事業所得者等の所得の求め方 

  税務署で決定された所得金額（収入金額－必要経費） 
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□ 控除対象者・控除額について 

 政令月収を計算するときは、世帯全員の所得金額の合計から次の控除額を差し引いてください。 

区   分 控 除 を 受 け ら れ る 方 控 除 額 

１ 親族 

同居者 本人以外で町営住宅に入居している方 

３８万円 別居 

扶養親族 
町営住宅には入居していないが、所得税法上の扶養親族である方 

特 
 

 
 

 
 

別 
 

 
 

 
 

控 
 

 
 

 
 

除 

２ 老人扶養親族 

３ 老人控除対象 

配偶者 

一般控除対象者の中で７０歳以上（昭和２８年１０月１日以前に生まれた方）

の方で、収入のある方の扶養親族又は控除対象配偶者 
１０万円 

４ 特定扶養親族 
１６歳以上２３歳未満（平成１２年１０月２日以降、平成１９年１０月１日以

前に生まれた方）の扶養親族（配偶者は除く） 
２５万円 

５ 寡婦 

本人又は同居者のうち、次のいずれかに該当する方 

①「夫と死別、離婚した後婚姻していない方又は夫の生死が明らかでない方」

で、「扶養親族又は所得金額３８万円以下の生計を一にする子を有する方」 

②「夫と死別した後婚姻していない方又は夫の生死が明らかでない方」で、所

得金額が５００万円以下の方 

２７万円まで 

(所得金額２７万

円未満のときは

その額) 

６ 寡夫 

本人又は同居者のうち、次に該当する方 

「妻と死別、離婚した後婚姻していない方又は妻の生死が明らかでない方」で、

所得金額３８万円以下の生計を一にする子を有し、所得金額が５００万円以下

の方 

７ 障害者 

 

 

８ 特別障害者 

本人、同居者又は別居扶養親族のうち、次の①～⑧までのいずれかに該当する

方 

① 心神喪失の常況にある方は特別障害者となります。 

② 精神保健指定医などから知的障害者と判定された方。このうち重度と判定

された方は特別障害者となります。 

③ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方。このうち１級の方は特別

障害者となります。 

④ 身体障害者手帳の交付を受けている方。このうち１級又は２級の方は特別

障害者となります。 

⑤ 戦傷病者手帳の交付を受けている方。このうち恩給法別表第一号表ノ二の

特別項症から第三項症までの方は特別障害者となります。 

⑥ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の規定による厚生労働大臣の

認定を受けている方は特別障害者となります。 

⑦ 常に就床を要し複雑な介護を要する人は特別障害者となります。 

⑧ ６５歳以上（昭和３３年１０月１日以前に生まれた方）で市町村長又は福

祉事務所長から障害者と認定を受けている方。 

このうち①②④の特別障害者に準ずるものとして市町村長又は福祉事

務所長から認定を受けている方は特別障害者となります。 

障害者 

  ２７万円 

 

 

特別障害者 

  ４０万円 

(注１)特別控除（２～８）は所得税法上認定された方であることが必要です。 

(注２)特別控除（２～４及び７・８の⑧）の年齢要件は、令和５年１０月１日が基準日です。 


